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「人間の安全保障指数」を用いた日本の都道府県の評価と大阪の特徴 
Evaluation of "Human Security Index" for Japan and the characteristic of Osaka 

Prefecture 
 

荒巻 勝†・ベンカテッシュラガワン††・米澤 剛†† 
Masaru ARAMAKI and Venkatesh RAGHAVAN and Go YONEZAWA 

 

概要 日本の人口は減少を続けており少子高齢化の時代に突入している．少子高齢化

社会の中で生涯を通して充実した質の高い人生を送るためには，より質の高い生活環

境の整備がもとめられる．一方，日本は国内総生産（GDP）で世界第 3 位の経済大国

であるにもかかわらず，メディアでは格差社会や子供の貧困などの問題を取り上げて

おり，経済成長が必ずしも社会の発展や国民の満足度，ウェルビーイングにつながっ

ているという実感がないという状況にある．本研究では大阪を対象としてウェルビー

イングの観点から評価を行い，より良い生活環境改善とウェルビーイング実現に向け

大阪の特徴を明らかにすることを目的とした．評価に当たっては，人間の安全保障指

数（HSI)を用いた．HSI は，国民一人ひとりのウェルビーイング実現が国民一人当た

りのGDPよりはるかに重要であるということを評価する指標のプロトタイプである．

HSI は経済指数，環境指数，社会指数の 3 つのコンポーネント指数の幾何平均により

算出される．本研究では持続可能なデータ（日本国内のオープンデータ）を用いて日

本の都道府県の中での大阪の評価・分析を実施した． 
 

キーワード：人間安全保障指数，経済指数，環境指数, 社会指数  
Keyword: Human Security Index，Economic Index，Environment Index, Social Index 
 

1. はじめに 
1.1 研究の背景と目的 

 人間の安全保障指数（以下，HSI）による

評 価 は 2008 年 に ， David A .Hastings 
（UNESCAP：国連アジア太平洋経済社会委

員会）によって「人間開発から人間の安全保

障へ：人間の安全保障指数のプロトタイプ」

という研究試論が発行され，初めて人間安全

保障の指数化を試みている（Hastings, 2011）．
その後，ASEAN の HSI による評価（Hastings 
and Raghavan, 2015）やテキサス州を対象とし

てメキシコとの国境においての人種/民族分

布から社会的・経済的な累積リスク負担を

HSI で評価したものがある (Salinas et al., 
2012)．また，2013 年には日本の都道府県毎

の HSI 評価が行われている(陳, 2013)．本研究

では大阪が日本の都道府県中でどのような位

置づけにあるかを HSI に従い評価し，大阪の

課題を論じた． 
1.2 人間安全保障とは 

 「人間の安全保障」とは，国連開発計画

（UNDP）が，1994 年の『人間開発報告書』

（人間開発報告書, 1995）において初めてまと

まった形で提唱した概念である．同報告書に

よれば，「人間の安全保障」の概念は，国際機

関，各国政府，NGO などが連携して，貧困， 
†大阪市立大学学術情報総合センター 
††大阪市立大学大学院創造都市研究科 

環境破壊，国際テロリズム，麻薬，エイズ，

核の拡散など，人間一人ひとりの生存，生活，

尊厳を脅かす脅威から，軍事的手段を含めた

あらゆる措置を講じて人々を守ることである．

このような概念が登場してきた背景として，

冷戦の終結とグローバリゼーションの進展の

要因が指摘されている．第一の要因である冷

戦の終結は，確かに国家間の戦争は減少した

が，民族，宗教，文化の違いなどにより国内

紛争や地域紛争は多発している．国が機能し

ていない状態や多数派が地域を支配し少数派

を圧迫している地域もある．そのため，国家

が国民の生命と財産を守るという使命を充分

に果たせない場合があり，たくさんの一般市

民が紛争や国内の混乱の犠牲になっている．

また，第二の要因としてグローバリゼーショ

ンの進展も，安全保障概念に大きな影響を与

えている．人・物・サービス・金・情報など

が，大量にかつ瞬時に移動することにより，

国境を越えた経済活動，人々の結びつきが深

まり，国際社会に繁栄がもたらされた一方で，

富が地球社会の特定部分に集中し，他の大部

分を占める貧しい人々には，状態の深刻化を

招くことになっている（アマルティア, 2009）．
このような世界的な経済格差の拡大は，結果

的に国際テロリズムの温床となり，国際社会

全体を不安定化させる要因ともなっている．

国際テロ，国際犯罪，感染症などが国境を越
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えて拡大し，どこかで経済危機が起これば，

それが瞬く間に世界各地に影響を与えること

もある．さらに，気候変動やエネルギー問題

などの地球的規模の問題もより深刻となりつ

つある．その結果，国家としての枠組みだけ

では対応することが困難な脅威，一ヵ国だけ

では対応できないさまざまな脅威に人々は晒

されるようになった．このように，国家を単

位とした安全だけではなく，人間一人ひとり

の安全に注目する必要性が高まり，「人間の安

全保障（Human Security）」の考え方が生まれ

た．「HSI（Human Security Index）」は，GDP
において発展している経済が，平等性，社会

の仕組み，または人間の安全保障の観点から，

必ずしも高度に発達した社会ではなく，これ

からの社会は国民一人ひとりのウェルビーイ

ング実現が国民一人当たりの GDP よりはる

かに重要であるということを評価する指標の

プロトタイプであり，概念は図１に示す通り

である． 

 
 

図 1 人間の安全保障の概念図（Hastings, 2010） 
 

2. 人間安全保障による評価方法 
2.1 評価指標（データ）の選定 
 David A .Hastings の研究試論では HSI の評

価は国レベルであり，その評価指標は国単位

となっており，国の中の地域レベルでの評価

は行われていない．本研究では日本国内での

大阪の HSI 評価をおこなうために評価指標は

持続可能な指標（日本国内のオープンデータ）

を活用することとし，できる限り最新のデー

タ（過去 5 年以内）を選定した．ただし，数

多くのデータを用いて分析を行うことに重点

をおいているため，いくつかのデータは 10
年以上前のものとなっている．また，評価指

数は出来る限り都道府県単位での指数を一人

当たり，もしくは単位面積当たりに換算し，

人口の多さや土地面積の広さを考慮した指標

とした．選定した評価指標を表１に示す． 

2.2 評価方法 
2.2.1 各指標の正規化 

各評価指標を HSI で評価するためには指標

の基準を統一する必要があるため，各指標は

以下の 3 つのステップにより正規化を行い指

標を 0～1 の指数に転換した． 
① 指標の正規化 
 指標の正規化（I_sub）は式(1)，(2)より求

めた．指標が高いほど良い場合（例えば一人

当たり GDP）は式(1)，低いほど良い場合（例

えば炭素排出量）は式(2)で求めている． 
I_sub ＝ 

（実際値－最小値）/（最高値－最小値）       (1) 
I_sub ＝ 

1－（実際値－最小値）/（最高値－最小値）  (2) 

上記，指標の正規化では最小値を持った地域

はゼロの指数となり，次のステップでの幾何

平均を得ることができないため，その場合は

指数を 0.005 とした． 
② 基本構成指数の算出 

各コンポーネントの指数（I_社会，I_経済，

I_環境）は式(3)，(4)，(5)に示すように幾何平

均で計算（SO:正規化した社会指標データ，

EC:正規化した経済指標データ，EV：正規化

した環境指標データ）した．なお、n，m，k
は各指標のデータ数である． 

社会指標のサブコンポーネントに関しても

同様に指数を算出した． 

I _社会=  ටሺSOଵ ∗ SOଶ ∗ SOଷ ∗ SOସ ∗ SOହ ∗・・・SO௡ሻ
౤

		  ( 3 ) 

I _経済＝ ටሺECଵ ∗ ECଶ ∗ ECଷ ∗ ECସ ∗ ECହ ∗・・・EC௠ሻ
ౣ

 ( 4 )  

I_環境＝  ටሺEVଵ ∗ EVଶ ∗ EVଷ ∗ EVସ ∗ EVହ ∗・・	・EV௞ሻ
ౡ

  (5)    

                

③ HSI の算出 
HSI は 3 つのコンポーネント指数の幾何平

均とした． 

HSI  ＝ ටሺI_社会 ∗ I_経済 ∗ I_環境ሻ
య

                  (6) 

 

2.2.2 分析方法の選定 

 2.1 で選定した評価指標（データ）が各コン

ポーネント（サブコンポーネントを含む）を

代表する指標であるかを確認するために式

(1)，(2)で指標を正規化した後，コンポーネン

ト毎の評価指標を多変量解析することにより

評価指標の評価を行った．多変量解析には以

下の 2 つの分析方法を検討したが，因子分析

により誤差と特殊因子の影響を除去し，潜在

する共通因子を抽出した． 
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表 1 都道府県の評価指標 
 

コンポーネント サブコンポーネント 指標のデータソース 

経済指数 

県民経済計算：1 人当たり県民所得 内閣府 2012

食料費割合［2 人以上の世帯］：エンゲル係数 

総務省  
統計局 

2014

教養娯楽費割合［2 人以上の世帯］ 2014

貯 蓄 現 在 高［2 人以上の世帯］ 2009

負 債 現 在 高［2 人以上の世帯］ 2009

地域別年間収入のジニ係数 2004

生活保護被保護実世帯数 2013

消費者物価指数 2014

県内総生産（名目）/ 総人口より算出 内閣府 2012

財政力指数 

総務省 

2015

経常収支比率 2015

実質交債比率 2015

完全失業率 
総務省 
統計局 

2015

環境指数 

温室効果ガス排出量算定・報告 

環境省 

2012

都道府県別ごみ処理の現状(1 人 1 日当たりの総排出量) 2012

都道府県別し尿処理状況（水洗率） 2012

都道府県別の浄化槽普及率 2013

都道府県別ばい煙発生施設数 2013

都道府県別一般粉じん発生施設 2013

都道府県別光化学オキシダント注意報発令件数 2014

H26 年度末 都道府県別 1 人当たり都市公園等整備現況 2014

都道府県別振動施設件数 2013

都道府県別騒音特定施設数 2013

都道府県別不法投棄_残存量 2013

都道府県別土砂災害危険箇所 国土交通省 2002

都道府県別人口(各年 10 月 1 日現在)－ 総人口増減率 
総務省 
統計局 

2014

社会指数 

教育指数 

教育普及度（幼稚園，保育園） 

総務省  
統計局 

2013

不登校による小学校長期(30 日)欠席児童数 2013

不登校による中学校長期(30 日)欠席生徒数 2013

高等学校卒業者の進学率 2013

最終学歴が大学・大学院卒の者の割合 2010

全国学力調査結果（小学校：国語） 

国立教育政策
研究所  

2015

全国学力調査結果（小学校：算数） 2015

全国学力調査結果（小学校：理科） 2015

全国学力調査結果（中学校：国語） 2015

全国学力調査結果（中学校：数学） 2015

全国学力調査結果（中学校：理科） 2015

健康・医療指数 

通院者率（人口千人当たり） 

総務省  
統計局 

2013

一般病院年間新入院患者数（人口 10 万人当たり） 2013

平均余命［0 歳・男］ 2010

平均余命［0 歳・女］ 2010

平均余命［20 歳・男］ 2010

平均余命［20 歳・女］ 2010

平均余命［65 歳・男］ 2010

平均余命［65 歳・女］ 2010

安全指数 

火災出火件数 

総務省  
統計局 

2013

交通事故発生件数 2014

刑法犯認知件数 2012

窃盗犯認知件数 2012

刑法犯検挙率 2012

窃盗犯検挙率 2012

社会ストレス 

自殺者数（人口 10 万人当たり） 

総務省  
統計局 

2014

子供の貧困（0～14 歳）被保護人員数，年齢・都道府県－指定都
市－中核市別より計算 

2013

空き家 2013

通勤時間：男女，都道府県，行動の種類別総平均時間 2011

離婚率 2014

ボランティア活動の年間行動者率（文化・スポーツ） 2011

スポーツの年間行動者率 2011

旅行・行楽の年間行動者率 2011
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有訴者率 2013

①因子分析 
特徴：観測変数に共通な潜在因子を探る． 
②主成分分析 
特徴：観測変数が共有する情報を合成変数と

して集約する． 
因子分析を選定した理由はコンポーネント

毎の指標から隠れた要因（共通因子）を見つ

け出し，単純化した構造で HSI 評価を行うた

めである．共通因子の抽出基準は次のように

した．なお，オープンソース統計ソフトウェ

アの「R」を使って分析を行った． 
 因子負荷量の絶対値  ＞ 0.5 
 累積寄与率          ＞ 50 %  
因子負荷量とは，観測変数に対して共通因子

がどれくらいの強さで影響を与えているかを

示すもので，因子負荷量の絶対値が 1 に近い

ほど共通因子の影響度は高い．また，累積寄

与率とは因子が観測変数に対してどれくらい

の寄与をしているかという寄与率の累積であ

る． 

3. 日本の都道府県別 HSI 
3.1 因子分析結果 
選定した評価指標と評価方法によりコンポ

ーネント毎に因子分析した結果を表 2 から表

7 に示す．共通因子の抽出基準を満たさなか

った評価指標はグレーアウトした． 

 

表 2 都道府県分析：経済指標の因子分析結果 
 

因子数：7  累積寄与率：0.802 
コンポーネント 因子 指標のデータソース 

入力データ 因子負荷量 データソース 

経済指数 

経済因子 1 

教養娯楽費割合［2 人以上の世帯］ 0.781 
総務省  

統計局 

2014

負 債 現 在 高［2 人以上の世帯］ -0.649 2009

財政力指数 0.853 2015

経済因子 2 
県民経済計算：1 人当たり県民所得 0.844 

内閣府 
2012

県内総生産（名目）/ 総人口より算出 1.048 2012

経済因子 3 
経常収支比率 0.579 

総務省  

統計局 

 

2015

実質交債比率 1.106 2015

経済因子 4 貯 蓄 現 在 高［2 人以上の世帯］ 1.039 2009

経済因子 5 生活保護被保護実世帯数 0.993 2013

経済因子 6 食料費割合［2 人以上の世帯］：エンゲル係数 0.896 2014

経済因子 7 地域別年間収入のジニ係数 0.658 2004

  
消費者物価指数 - 2014

完全失業率 - 2015

 
表 3 都道府県分析：環境指標の因子分析結果 

 

因子数：4  累積寄与率：0.695 
コンポーネント 因子 指標のデータソース 

入力データ 因子負荷量 データソース 

環境指数 

環境因子 1 

都道府県別ばい煙発生施設数/単位面積 0.847 

環境省 

2013

都道府県別振動施設件数 1.049 2013

都道府県別騒音特定施設数 1.015 2013

環境因子 2 

温室効果ガス排出量算定・報告 0.987 2012

都道府県別一般粉じん発生施設 0.568 2013

都道府県別不法投棄_残存量 0.645 2013

環境因子 3 
都道府県別光化学オキシダント注意報発令件数 0.506 2014

都道府県別土砂災害危険箇所 0.887 国土交通省 2002

環境因子 4 

都道府県別ごみ処理の現状 
(1 人 1 日当たりの総排出量) 

0.764 環境省 2012

都道府県別人口(各年 10 月 1 日現在) 
－ 総人口増減率 

0.624 
総務省 

統計局  
2014
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表 4 都道府県分析：環境指標の因子分析結果 
 

因子数：4 累積寄与率：0.804 

コンポーネント 
サブコンポー

ネント 
因子 指標のデータソース 

入力データ 因子負荷量 データソース 

社会指数 教育指数 

教育因子 1 

全国学力調査結果（中学校：国語） 0.851 
国立教育 

政策研究所 

2015

全国学力調査結果（中学校：数学） 0.823 2015

全国学力調査結果（中学校：理科） 1.140 2015

教育因子 2 

教育普及度（幼稚園，保育園） 0.514 
総務省 

統計局 
2013

全国学力調査結果（小学校：国語） 1.035 
国立教育 

政策研究所 

2015

全国学力調査結果（小学校：算数） 0.929 2015

全国学力調査結果（小学校：理科） 0.614 2015

教育因子 3 
高等学校卒業者の進学率 0.880 

総務省 

統計局 

2013

最終学歴が大学・大学院卒の者の割合 0.988 2010

教育因子 4 

不登校による小学校長期(30 日)欠席児童

数 
0.790 2013

不登校による中学校長期(30 日)欠席生徒

数 
0.727 2013

 
表 5 都道府県分析：社会指標-健康・医療指標の因子分析結果 

 

因子数：2 累積寄与率：0.728 

コンポーネント 
サブコンポー

ネント 
因子 指標のデータソース 

入力データ 因子負荷量 データソース 

社会指数 健康・医療指数 

健康・医療因子 1

平均余命［0 歳・男］ 1.017 

総務省 

統計局 

2010

平均余命［20 歳・男］ 1.002 2010

平均余命［65 歳・男］ 0.773 2010

健康・医療因子 2

一般病院年間新入院患者数 0.763 2013

平均余命［0 歳・女］ 0.651 2010

平均余命［20 歳・女］ 0.743 2010

平均余命［65 歳・女］ 0.998 2010

  通院者率（人口千人当たり） － 2013

 

表 6 都道府県分析：社会指標-安全指標の因子分析結果 
 

因子数：2 累積寄与率：0.652 

コンポーネント 
サブコンポー

ネント 
因子 指標のデータソース 

入力データ 因子負荷量 データソース 

社会指数 安全指数 

安全因子 1 
刑法犯検挙率 0.917 

総務省  

統計局 

2012

窃盗犯検挙率 0.989 2012

安全因子 2 
刑法犯認知件数 0.937 2012

窃盗犯認知件数 0.868 2012

  
火災出火件数 － 2013

交通事故発生件数 － 2014
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3.2 GIS による指数の可視化 
 大阪の特徴を把握するためコンポーネント

毎の指数結果のデータをオープンソースソフ

トウェアの GIS である QGIS に取り入れ可視

化した結果を図 2 から図 7 に示す．可視化で

は指数の最大・最小値を均等に三分割して，

色分けした．指数が 1 に近いほど色は濃く，

評価が高いことを表している． 
 コンポーネント毎の指数結果を地図上で可

視化したことにより，都道府県単位での特性

把握に留まらず，日本全体の中での地域特性

を鳥瞰することが可能となった．  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

図 2 経済指数の可視化 図 3 環境指数の可視化 

図 6 社会指数の安全の可視化 図 7 社会指数の社会ストレスの可視化

図 4 社会指数の教育の可視化 図 5 社会指数の健康医療の可視化
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① 経済指数 
 経済指数の高い地域は中部，関東，北陸，

中国，瀬戸内地方である．大阪府を中心とす

る近畿圏の経済指数は大阪府の経済指数の低

さの影響が隣接する他府県に影響を与えてい

る可能性がある．日本経済を考えた場合，日

本三大都市である東京都，大阪府および愛知

県が高い経済指数となると考えられるが，2.1
評価指標（データ）の選定で記しているよう

に，評価指数を出来る限り一人当たり，もし

くは単位面積当たりに換算し人口の多さや土

地面積の広さを考慮した指標としているため

である． 
② 環境指数 
 大阪府の環境指数は低いが，隣接する他府

県は高い環境指数を示す．これは環境の規制

基準値の違いによるものではないかと考える

（例：琵琶湖を有する滋賀県は水環境の保全

のために厳しい規制をしている）また，愛知

県や千葉県の環境指数も低い．福島県は 2011
年の原発事故の影響であると考える． 
③ 社会指数 
 大阪府の社会指数は教育，健康・医療，安

全，社会ストレスの全てのサブコンポーネン

トにおいて低い指数を示す． 

3.3 レーダーチャートによる大阪の課題因子 
大阪府の課題を確認するために図 8 から図

10 に示すレーダーチャートで他の都道府県

と比較して，指数の低い因子の抽出を行った．

比較の対象は東京都，愛知県とし，経済コン

ポーネントでは県内総生産が東京都，大阪府，

愛知県に次ぐ第 4 位の神奈川県を，環境コン

ポーネントでは環境先進県の滋賀県を加えて

いる．大阪府は経済因子 3，5，6，7 の指数が

低く，環境因子は 1，2，4 の指数が低かった．

また，社会因子は全ての因子で指数が低かっ

た． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 都道府県別 HSI から見える大阪府

の特徴 
4.1 コンポーネント毎の考察 
 レーダーチャートによる大阪府の課題因子

抽出で指数の低い因子の抽出を行った．コン

ポーネント毎に指数が低い因子の考察を表 8
から 10 に示す． 経済コンポーネントでは食

にこだわる文化が経済因子 6 のエンゲル係数

を高くしていると考える．また，経済因子 5，
7 の生活保護世帯数と地域別年間収入のジニ

係数の高さは収入格差によるものであり，そ

の結果，大阪府の自治体財政が不健全となり

経済因子 3 の経済収支比率と実質公債比率を

悪くしていると考える．環境コンポーネント

では，大阪のものづくり産業（製造業）の影

響で環境因子 1，2 を悪くしていると考える．

また，環境因子 4 の都道府県別ごみ処理(1 人

1 日当たりの総排出量)は経済因子 6 の食にこ

だわる文化が影響している可能性があると考

える．社会コンポーネントの教育因子では，

学年が上がるに従い，学力は向上しており最

終的には高学歴の都市となっている．ただし，

学年が上がるに従い教育因子 4 の不登校が増

加している．健康・医療因子では，すべての

図 8 主要都道府県の経済因子のレーダーチャート

図 9 主要都道府県の環境因子のレーダーチャート

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
因子1

因子2

因子3

因子4因子5

因子6

因子7

大阪府

東京都

愛知県

神奈川県

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
因子1

因子2

因子3

因子4

大阪府

東京都

愛知県

滋賀県

図 10 主要都道府県の社会因子のレーダーチャート
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年齢・性別で余命は短い．安全因子では大阪

府の犯罪件数はワースト１である．社会スト

レス因子では子供の貧困がワースト２である．

これは離婚と失業率の高さが影響しているの

ではないかと考える．社会ストレス因子 3 は

転職による通勤時間の増加が空き家率を高く

しているのではないかと考える． 

表 8 大阪府の経済指数の考察 
 

因子 データ ランク 考察 

経済因子 3 

経常収支比率 

（地方自治体の財政の弾力性を示す指標） 
ワースト 1 

自治体財政が不健全 
実質交債比率 

（自治体の収入に対する負債返済の割合） 
ワースト 3 

経済因子 5 生活保護被保護実世帯数 ワースト 1 
自治体経済を圧迫 

 ⇒地域別，年齢別特性の評価要 

経済因子 6 食料費割合［2 人以上の世帯］：エンゲル係数 ワースト 3 
大阪だけではなく，京都，兵庫も高い 

 ⇒食にこだわる文化の影響の可能性あり

経済因子 7 地域別年間収入のジニ係数 ワースト 2 
収入格差の拡大 

 ⇒地域別，年齢別特性の評価要 

その他 完全失業率 ワースト 3 
収入格差の拡大 

 ⇒地域別，年齢別特性の評価要 

 
表 9 大阪府の環境指数の考察 

 

因子 データ ランク 考察 

環境因子 1 

都道府県別ばい煙発生施設数/単位面積 ワースト 1 

大阪のものづくり産業（製造業）の影響 

 ⇒ 地域特性の評価要（東大阪） 

都道府県別振動施設件数 ワースト 1 

都道府県別騒音特定施設数 ワースト 1 

環境因子 2 

温室効果ガス排出量算定・報告 ワースト 3 

都道府県別一般粉じん発生施設 ワースト 4 

都道府県別不法投棄_残存量 ワースト 20 

環境因子 4 

都道府県別ごみ処理の現状  

(1 人 1 日当たりの総排出量) 

ワースト 4 

（実質 3） 

ワースト 1 は福島県であるが震災の影響と

考えられるので実質はワースト 3 

エンゲル係数が高いと関係している 

食い倒れの街で飲食店が多くごみの排出量

も比例している可能性あり 

都道府県別人口(各年 10 月 1 日現在) 

－ 総人口増減率 
ワースト 39   
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表 10 大阪府の社会指数の考察 
 

因子 データ ランク 考察 

教育因子 1 

全国学力調査結果（中学校：国語） ワースト 10 

学年が上がるに従い学力は向上してい

る．ただし，国語力は低い 

全国学力調査結果（中学校：数学） ワースト 29 

全国学力調査結果（中学校：理科） ワースト 7 

教育因子 2 

教育普及度（幼稚園，保育園） ワースト 19 

全国学力調査結果（小学校：国語） ワースト 2 

全国学力調査結果（小学校：算数） ワースト 18 

全国学力調査結果（小学校：理科） ワースト 1 

教育因子 3 
高等学校卒業者の進学率 ワースト 41 

最終的に高学歴の都市 
最終学歴が大学・大学院卒の者の割合 ワースト 37 

教育因子 4 
不登校による小学校長期(30 日)欠席児童数 ワースト 16 

学力向上に伴い，不登校は増加 
不登校による中学校長期(30 日)欠席生徒数 ワースト 3 

健康・医療因子 1 

平均余命［0 歳・男］ ワースト 7 

すべての年齢，性別で余命は短い 

平均余命［20 歳・男］ ワースト 6 

平均余命［65 歳・男］ ワースト 4 

健康・医療因子 2 

一般病院年間新入院患者数 ワースト 24 

平均余命［0 歳・女］ ワースト 9 

平均余命［20 歳・女］ ワースト 4 

平均余命［65 歳・女］ ワースト 5 

安全因子 1 
刑法犯検挙率 ワースト 1 

犯罪件数は全国一位． 

観光都市となるためには治安強化必要 

窃盗犯検挙率 ワースト 1 

安全因子 2 
刑法犯認知件数 ワースト 1 

窃盗犯認知件数 ワースト 1 

社会ストレス 

因子 1 

スポーツの年間行動者率 ワースト 34 
余暇をスポーツ，旅行で過ごす文化 

旅行・行楽の年間行動者率 ワースト 29 

社会ストレス 

因子 2 

子供の貧困（0～14 歳）被保護人員数，年齢・都

道府県－指定都市－中核市別より計算 
ワースト 2 

離婚率と子供の貧困に相関あり 

離婚の原因は  

⇒失業率が高い 

⇒不倫率が高い 
離婚率 ワースト 4 

社会ストレス 

因子 3 

空き家率 ワースト 19 
通勤，通学時間と空家率に相関あり． 

通勤，通学が不便な場所に空き家が多い 
通勤時間：男女，都道府県，行動の種類別総平

均時間－週全体 
ワースト 7 

 
4.2 大阪府の特徴 
大阪府の特徴は，図 11 に示すように大阪の

「モノづくり産業」と「食の文化」が経済，

環境，社会コンポーネントの因子に影響を与

え，負の循環（悪循環）に陥っているのでは

ないかと考える．「モノづくり産業」と「食の

文化」は，大阪を象徴する文化・産業であり

大阪の経済，社会を支えてきた．この悪循環

を好循環に再び変えることができれば大阪が

生涯を通して充実した質の高い人生を送るこ

とのできる住み良い都市，つまり，ウェルビ

ーイングを実現する都市となると考える． 
「モノづくり産業」と「食の文化」が大阪の

ウェルビーイングに影響していると考察し

たが，「モノづくり産業」とウェルビーイング

に関しては，モノづくりの要素の中にサービ

スの考え方を導入し，新たな価値を創出して

経済成長の原動力を築こうとする製造業のサ

ービス化(Rosenbaum et al., 2011)が議論され

ている．「食の文化」とウェルビーイングに関

しても韓国を例にウェルビーイングのライフ

スタイルの原点は「身体にいいもの」を食べ

る伝統的な食生活にあるのではないか(朝
倉,2005)とされている．日本でも 2016 年 3 月
に 2016 年度～2020 年度を期間とする第 3次
食育推進基本計画が策定され，地場産農産物

の利用，食文化の継承，子どもや高齢者の食，

食と環境などが重要課題として掲げられてい

る． 
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5. HSI と他の都道府県評価との比較 
5.1 HSI の可視化 
都道府県別に HSI 評価して，可視化した結果

を図 12 に示す．日本海側と中国，瀬戸内地方

および九州の中南部が高く，大阪府は低い評

価結果を示す．

図 11 大阪の特徴 

自治体財政の悪化

生活保護世帯の増加

収入格差拡大

失業率の増加

子供の貧困の拡大

学力の低下

不登校の増加

離婚率の増加

大阪のHSIは隣接する他府県にも影響を与えている

個人所得の減少

産業の衰退

個人GDPの縮小

犯罪の増加

犯罪検挙率の低下

転職による通勤時
間の増加

空き家の増加

モノづくり産業

環境悪化

食の文化

エンゲル係数増加

大阪の特徴

図 12 ：HSI の可視化 
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5.2 HSI との相関分析 
 HSI以外にもGDPに捉われない人間の幸福

度を研究した文献は多い．例えば，MIT プレ

スの「HAPPINESS」では幸福度の評価を各種

ライフイベントの前後期間で評価している．

日本においても幸福度を指数化し日本の都道

府県を評価した研究・調査結果が報告されて

いる．そこで，次の 2 つの研究・調査結果と

本研究で行った HSI 結果の比較を行った．な

お，「全４７都道府県幸福度ランキング」は都

道府県の順位で公開されているため，指数比

較ではなく順位での相関を求めた． 
① 「４７都道府県の幸福度に関する研究成

果」（坂本,2011） 
② 2016 年度版「全４７都道府県幸福度ラン

キング」（日本総合研究所,2016） 
 何れの比較においても相関係数は 0.5 以上

となり，HSI と相関関係にあることが判る．

特に，「４７都道府県の幸福度に関する研究成

果」とは強い相関といえる． 

表 11 HSI との順位比較 

 

 
 

  
HSI 

４７都道府県の幸福度に関する研究成果 全４７都道府県幸福度ランキング

2011 年法政大学大学院政策創造研究科 ２０１６年日本総合研究所 

都道府県 順位 HSI 都道府県 順位 スコア 都道府県 順位 

トップ 5 

福 井 県 1 0.65 福 井 県 1 7.32 福 井 県 1

石 川 県 2 0.61 富 山 県 2 7.20 東 京 都 2

富 山 県 3 0.61 石 川 県 3 6.93 富 山 県 3

長 野 県 4 0.60 島 根 県 4 6.90 長 野 県 4

熊 本 県 5 0.57 
熊 本 県 5 6.55

石 川 県 5
佐 賀 県 5 6.55

ワースト 5 

北 海 道 43 0.36 北 海 道 43 5.15 長 崎 県 43

高 知 県 44 0.34 埼 玉 県 44 5.08 大 阪 府 44

沖 縄 県 45 0.23 兵 庫 県 45 5.03 青 森 県 45

青 森 県 46 0.21 高 知 県 46 5.00 沖 縄 県 46

大 阪 府 47 0.10 大 阪 府 47 4.75 高 知 県 47
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図 13 HSI と「４７都道府県の幸福度に関する研究成果」との相関 図 14 HSI と「全４７都道府県幸福度ランキング」との相関 
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6. おわりに 
日本の人口は今後，数十年間は減少の一途

をたどることは確実であり，大阪府において

も例外なく少子高齢化となり，その人口は減

り続けると推測する．自治体によっては地域

創生という名のもとで若者を呼び込み，人口

減少を食い止めるための活動を行っている地

域もあるが，日本全体では確実に人口は減り

続ける．本研究では HSI による評価で少子高

齢化の中で，より良い生活環境改善とウェル

ビーイング実現に向けた大阪の特徴を明らか

にした． 
HSIによる評価結果は他の評価結果と同じ

ような結果を得ることができた．これは HSI
がウェルビーイングを評価する上で有効な評

価方法の一つであるといえる．また，GIS に

よる可視化は，地域全体を鳥瞰することがで

き，全体最適化を行う上で有用なツールであ

る． 
 本研究では評価指標として持続可能な指標

（日本国内のオープンデータ）を活用した．

今後，大阪のオープンデータ化された各種情

報を活用し大阪の市区町村レベルで HSI に

よる評価・分析を行うことで大阪をより良く

するための提案ができると考える．また，本

研究では評価指標として選択した指標の年度

間の差の比較（時系列比較）などの加工を行

わなかったが，年度間の変化を取り入れた

HSI の評価・分析を行うことで HSI の評価を

さらに進歩させることができるのではないか

と考える． 
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